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介護人材の不足と待機老人
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 高齢化に伴い、介護人材の需要が増加
⇒介護人材の不足

特別養護老人ホームに入所できない高齢者のこと

（厚生労働省 定義）

 待機老人

約37.7万人
(2025年時点）

約52万人
(2013年度）



介護離職
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介護離職者は多く、再就職も厳しい

介護を見据えた人生設計が必要

介護離職者数は年間約10万人

出典 : みんなの介護「介護離職の増加理由と対策」

正社員として
再就職できているのは
半数に満たない



介護の始まるタイミング

「思ったよりも自分が若い年齢で『在宅介護』が始まったと

思いますか」

⇒約6割が「はい」と回答
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「介護と年齢」に関する意識・実態調査 (大王製紙(株), 2017）

 「20・30歳の時、将来在宅介護を行うと思っていましたか」

⇒約8割が「思っていなかった」と回答

若い時は
「在宅介護」を行うと
予想していなかった

予想より自分が若い年齢で
「在宅介護」が始まった



学生の介護意識

「介護について学ばなければならないと考えることがら」

⇒無回答が約半数
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大学生を対象とした高齢者介護についての意識調査
(大森, 2007）

 「将来身内の誰かに介護が必要な状態になった時のため
に、介護の知識を学ぶ必要があると思うか」

⇒約8割が ｢非常に思う｣ ｢思う｣ と回答

多くの人が介護の知識を
学ぶ必要があると思っている

具体的に何を学べばよいか
分からない人が多くいる



背景を踏まえて
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介護ってまだ先のこと
じゃないのかな‥

介護について何を
学べばいいんだろう‥

若者が介護に備えて今できることは何か？

介護って大変そう‥



目的

• 若者に関わる介護意識の実態把握を行う

• 自身が介護者になった時や周囲の介護に関わる人の
QOLの低下を防ぐ試みとして、教材の検討を行う
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若者にとって直近で対応できることを
若者へ周知する



事前調査

研究の流れ
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文献調査

本調査

教材の作成

教材の評価

社会的な介護問題の
実情の把握

近い将来必要になる介護知識の認知度
と介護への意識に関する調査

簡易的な若者の介護に
対する意識の現状把握



事前調査―概要
調査目的
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・調査対象：筑波大生 大学1年生～修士２年生の36人
・調査日：6月13日～ 6月20日

調査内容

・周囲に介護に関わっている人の有無
・家族の介護について考えたことがあるか
・介護に関する学習の有無
・介護が必要になる状況についての認知
・介護サービスの認知
・介護費用についての認知
・人手不足から生じる問題

若者が介護に対して抱いている意識調査



事前調査―結果
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若者は介護を身近に感じることが難しい状況にあり、

介護に関する具体的な知識がまだ十分に備わっていない可能性がある
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若者が介護を身近に
感じない理由の１つ

介護に関する
具体的な知識を知らない

可能性がある

介護に関する知識



本調査―概要
調査目的
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・調査対象：筑波大生 大学1年生～大学4年生の129人
・調査日：8月28日、9月11日、10月4日

質問内容 (全19問)

【介護の知識】
・介護について学習したことはありますか
・介護サービスについて知っていますか
・有料老人ホームの入居金はいくら知っていますか

【介護に対する意識】
・介護について考えたことはありますか（誰と、いつ）
・家族が介護を必要とした時にあなたはどうしますか
・今後、介護に備えるとしたらなにが重要になると思いますか

若者の介護に関する意識調査



本調査―結果（知識）
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 介護サービスについて知っていますか
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①内容 (目的)

・3項目で半分以上の認知度
・ショートステイは23%と比較的低い

②利用対象者

・全ての項目で認知度は低い

③費用

・全項目で認知度は5%以下

どの程度経済的に備える必要があるかわかっていない



主に在宅で介護を受けている高齢者が通って利用

するサービス

利用料金
(要介護1：入浴や排泄の補助が必要)

 1回の利用（5～9時間）で
550～650円（1割自己負担の場合）

 入浴や食事やプールは別料金

入浴加算 50 円/日

食事代 700 円/食

プール使用料 100 円/日

出典）コミュニティガーデンつくば
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送迎付きで食事や入浴、レ
クリエーションなどを受けら
れる！！

本調査―費用の具体例



3%

69%

28%

0% 具体的な人数など詳細を

知っている

ニュースや新聞で聞いた

ことはあるが詳しくは知

らない
知らない

27%

21%

2%

49%

1%
聞いたことがある

部分的に知っている

詳細を知っている

知らない

無回答

本調査―結果（知識）
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 要介護・要支援の分類について知っていますか

 介護離職について知っていますか
詳しく知っている人は
ほとんどいない

自分に関わる
介護問題について知る必要がある

約5割の人が知らないと回答

正しく理解している人は少数

※介護度に比例して受けられるサービス増だが、費用の負担増



25%

66%

9%

はい

今はまだ分からない

いいえ

本調査―結果 （意識）
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 介護について考えたことはありますか

 就職する時に福利厚生について考慮しますか

17%

26%
44%

13% 考えたことがある

少し考えたことがある

あまり考えたことがない

全く考えたことがない

「全く考えたことがない」
「あまり考えたことがない」が半数以上

若者の介護への意識は高くない

「今はまだわからない」が約7割

ほとんどの人が就職活動の際に
福利厚生を意識していない



福利厚生を意識する

就職時に
介護に関する福利厚生が充実している会社を選択する

・介護休業制度：

「要介護状態」の家族を介護するために、対象家族一人に

つき１回、最大3ヶ月まで休業できる制度

しかし、制度があっても活用できるかは社風による…
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「介護休暇なんて…」
「仕事を続けられるのか…？」
と思われる場合もある



59%

1%

30%

5%
2% 3% 施設入居を検討する

仕事をやめて自分が介護する

仕事は辞めないが被介護者の

近くにすんで自分が介護する
自分以外のだれかに任せる

特に自分には関係ないと思う

その他

本調査―結果（意識）
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 自身の家族に介護が求められたときに、あなたはどうするか

介護者として自分のためにも介護を見据えた就職先の選択や
福利厚生を考慮することが望ましい

介護離職という
現実に反し、

仕事を辞めることを
検討している人はいない

費用面の知識は
ないものの施設入居を
漠然と検討している

費用面の知識は
ないものの施設入居を
漠然と検討している

家族の介護は
自分とは切り離せない
問題であるという

認識はある



本調査―考察・まとめ
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知識面

意識面

介護サービスや要介護度についての認知度は低い

施設入居を希望する人や金銭面を心配する人が多い

介護サービスの内容、費用を正しく理解するべき

介護離職という実情があるにも関わらず、仕事を辞めて

介護をすることを検討している人はほとんどいない

将来の介護を見据えた就職先や福利厚生を

考慮することが望ましい



教材の概要
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②介護が抱える問題①介護サービス

本調査に基づき、学生にとって必要となる項目を選定

③学生が直近で
取り組んでほしい内容の提案

付録：介護相談窓口



教材の内容
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②介護が抱える問題

①介護サービス

• 介護サービスとその主なサービス
• 要支援と要介護の区分

• 待機老人
• 介護離職

③学生が直近で取り組んでほしい内容の提案

• 介護に関する福利厚生が充実した就職先を選択する
• 家族で相談する
• 親が介護することになった時にできること



教材の評価

平成29年

10月11日～10月13日

筑波大生17人

(リスク工学専攻を除く

大学4年生～修士1年生)

アンケートによる評価
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3人の立場の違う専門家

・大学職員

・市役所職員（福祉課）

・地域包括支援センター 職員

専門家の視点から見た
教材の妥当性の評価

専門家による評価学生による評価



教材を読んで知識量は変化したか？
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44%

50%

0%

6%

教材を読んで初めて知った

以前から聞いたことあったが教材

を読んでより詳細に知った

以前から知っていた

無回答

教材を読んだことによって知識量に変化

要支援・要介護の分類について以前から知っていましたか



教材を読んで意識は変化したか？
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もしあなたが今後、家族の介護に備えるとしたら,

何が一番重要になると思いますか
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本調査 教材

無回答

特にない

身内との話し合い

あなた自身の仕事

金銭面

(N=129) (N=17)

約6割が
金銭面を心配

提案によって
回答が多様化した



学生の感想
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祖母の介護に母親が
苦労していたので、

介護について自分も勉強し、
手伝いなどができればよかった

両親は自分自身が
介護される用の

貯蓄をしているのか
聞いてみようと思う

待機老人の存在は
今回初めて知った



専門家の評価

• 説明が見やすく工夫して解説されており、わかりやすい

• 若者に向けた教材としては十分な内容
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• 介護保険制度を理解するだけでは、介護を十分に知る

ことはできない

• 高齢者がどのように暮らしているのか理解する事も重要

• 相談窓口はどこにあって誰が相談に乗ってくれるのかを
詳細に述べてもよい

介護を周知するパンフレットとしての発展

若者に向けた教材としての評価



まとめ

若者は介護に関する知識量が圧倒的に足りない

介護の費用面の知識はないけれど、施設入居を漠然と検討している人
が多数
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将来の介護を見据えた就職先や福利厚生を考慮することが望ましい

身内との話し合い

②提案

①実態把握

③教材

介護の知識の増加や、介護に対する意識の向上が現れ、介護者にな
る備えに向けた一助になったと考えられる



今後の課題
本調査のアンケート結果に対して、作成者側が意図しない回答
があったため、アンケートの改善の余地がある

本調査の各設問同士の回答の相関を分析するまで至らなかった
ため、より詳細な相関関係の分析の余地がある

教材の内容にも専門家の意見を反映させることでさらなる発展
が見受けられる

最後に、悲観的な意見が散見されたが…

介護を悲観的に捉えず受け入れることが大事

介護の発生自体はマイナスなものではなく
生きていくという営みの一つに過ぎない
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